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1　これまでの取組み
（1） DX レポート 1）

　2025 年には 21 年以上稼働する老朽システム

が 6 割以上となり、老朽システム起因のトラブ

ルリスクが 3 倍になることから、2018 年に公開

した DX レポートで、経産省が「2025 年の崖問

題」を指摘した。老朽システムによる経済損失

は年 4 兆円（2018）から 12 兆円（2025）になると

指摘したことで、DX レポートが大きく注目さ

れることになった。

　この DX レポートを策定した経済産業省の「デ

ジタルトランスフォーメーションに向けた研究

会」では、当初、IT ベンダの委員は、ユーザ企

業側に DX ニーズがないという意見が多く、消

極的だった。このため、段階的な DX への移行

期間を設け、2020 年までの DX 準備期、2021 年か 

ら 2024 年までの DX 移行期、2025 年からの DX

運用期という 3 段階とすることでまとまった。

（2） DX 推進指標 2）

　企業による DX 成熟度の自己診断を促進する

ために、DX 推進指標を提示している。DX 推

進指標は、以下に示すように、0 から 5 までの 6

段階の数値で DX 成熟度を評価している。

【成熟度 0】経営者は無関心か、具体的な取組に

着手していない

【成熟度 1】全社戦略が不明確で部門単位での試

行・実施に留まる

【成熟度 2】全社戦略に基づき、個別部門で DX

を推進している

【成熟度 3】全社戦略に基づき、部門横断的に

DX を推進している

〜要旨〜
　本稿では、日本の DX のこれまでの取組みとなぜ進まないのか、全体像を明らかにする。

　まず、これまでの取組として、DX レポート、DX 推進指標、デジタルガバナンス・コード、DX 銘

柄制度、DX レポート 2 について説明する。次いで、日本の DX が進まない理由を、DX 人材、大企業

と中小企業の差、老朽システム、石垣型業務の形態などから分析する。

　さらに、課題解決に向けた対応策として、経済産業省のデジタル産業政策、スサノオ・フレームワー

ク、マイクロサービス・アーキテクチャ、製造分野向け DX、スマートシティ参照アーキテクチャを

説明する。
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【成熟度 4】定量的な指標などにより持続的に

DX を実施している

【成熟度 5】デジタル企業として、グローバル競

争ができている

　DX 推進指標には経営のあり方とシステム構

築がある。経営のあり方の指標には、ビジョン

の共有、トップのコミット、企業文化、推進体制、

人材育成、事業への展開についての指標がある。

システム構築の指標には、ビジョン実現、IT 要

素、IT 資産評価、IT 資産仕分け、IT ガバナン

ス、ビジョンについての指標がある。IPA では

DX 推進指標のベンチマーク結果を公開してい

る。また、後述する「DX 認定制度」では、DX

推進指標による自己診断を推奨している。

（3） デジタルガバナンス・コード 3）

　ステークホルダーとの対話促進や市場からの

評価を向上するために、デジタルガバナンス・

コードが策定されている。このコードは、「DX

銘柄」の認定で活用されている。

　デジタルガバナンス・コードでは、企業の

DX に関する自主的取組を促す経営者に求めら

れる対応の考え方、認定基準、方向性、取組を明

らかにするため、以下の 6 項目を提示している。

Ⅰ．ビジョン・ビジネスモデル

Ⅱ．戦略

Ⅱ - ①．組織・制度等

Ⅱ - ②．デジタル技術の活用・情報システム

Ⅲ．成果と重要な成果指標の共有

Ⅳ．ガバナンス

　たとえば、ビジョン・ビジネスモデルに対す

る考え方は、次の通りである。

企業は、ビジネスと IT システムを一体的に捉え、

デジタル技術による社会及び競争環境の変化が

自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえた、

経営ビジョンの策定及び経営ビジョンの実現に

向けたビジネスモデルの設計を行い、価値創造

ストーリーとして、ステークホルダーに示して

いくべきである。

　この文を Boadman4）が提案した Systemigram

（システミグラム）で表現すると図 1 の通りであ

る。Systemigram は明確に自然言語による文章

と対応する図式であることから、システムと問

題の構造を分かりやすく表現することができる。

アクタアクタ

構造構造

振舞振舞

動機動機

企業企業

捉えている

一体的一体的

社会及び競争環境の変化社会及び競争環境の変化

デジタル技術デジタル技術による
企業への影響企業への影響
（リスク・機会）（リスク・機会）

もたらす

（出所）筆者作成
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図1　デジタルガバナンス・コード「ビジョン・ビジネスモデル」の分析 
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（4） DX 認定制度 5）

　「情報処理の促進に関する法律の一部を改

正する法律」（2020.5.15）に基づいて経産省が

「DXReady」企業を認定している。独立行政法

人情報処理推進機構（IPA）が「DX 認定制度事

務局」として、DX 推進ポータルを公開している。

2021 年 12 月 1 日の時点で DX 認定された企業

は 221 社である。DX 認定の申請書では、DX 推

進指標による自己診断を推奨している。

（5） DX 銘柄制度 6）

　東京証券取引所に上場している企業を対象と

して、企業価値向上につながる DX 推進の仕組

みを社内構築して優れたデジタル活用の実績が

表れている企業を経産省と東証で選出している。

DX 銘柄は、上述したデジタルガバナンス・コー

ドの 6 項目と財務指標に基づいて評価されてい

る。投資家が DX 銘柄株を優先して購入すれば、

DX 銘柄企業がより多くの資金を獲得して、デジ

タル投資を加速できる。デジタル投資により、

企業の市場競争力が向上すれば、株価の上昇に

よって、投資家が投資を回収できる。この好循

環への期待から DX を推進できる。

（6） DX レポート 2 7）

　経産省によるデジタルトランスフォーメー

ションの加速に向けた研究会が策定した DX レ

ポート 2 では、事業環境の変化の典型が「コロナ

禍」であり、それに伴う「非接触経済の拡大」で、

ビジネス価値創出の中心が急速にデジタル領域

に移行したと指摘した。環境変化対応には、テ

レワークをはじめとした社内 IT インフラや就

業規則の迅速かつ柔軟な変更などがある。この

環境適応の過程で、書面押印、客先常駐、対面

販売等の企業文化、商習慣、決済プロセス等を

変革できるかどうかが分岐点となりデジタル競

争の勝者と敗者が明確になった。DX レポート 2

では、コロナ禍が明らかにした DX の本質を次

の 3 点だとした。

・事業環境変化への迅速な適応能力の獲得

・企業文化（固定観念）の変革

・経営トップによる変革の主導

　このように、DX 推進の本質は「レガシー企

業文化からの脱却」であり、DX の加速策として、

企業が取り組むべきアクションの具体化と、企

業変革を後押しする政府対応を示した。

2　なぜ進まないのか
　DX レポートが広く受け入れられた弊害とし

て、DX という言葉の一人歩きが始まり、DX と

IT の混同が見られるようになった。このため、

DX レポート 2 では、①既存プロセスの自動化、 

物理情報をデジタル化する Dgitization、②デジ

タル技術で、サービス提供、ビジネスモデル変革

する Dgitalization を、③組織横断で業務プロセ

スのデジタル化やデジタル・ビジネス・エコシ

ステムを構築し、経営での迅速なデータ活用を

図り競争優位性のあるデジタル企業を実現する

DX と区別している。知識、目的、意識から DX

人材とこれまでの IT 人材と比較した結果を表 1

に示す。 

　Digitization は従来の IT 人材でもできるが、

Digitalization や DX は IT 人材では実現できな

い。IPA による調査 8）では、「経営と事業、技術

の 3 つに精通し、リーダーシップを発揮できる

『やたがらす人材』が DX プロジェクトをけん引

する」と指摘している。また、2025 年まで、日本

で「デジタル化」と呼ばれるものの 7 割以上は、

従来の IT 化／情報化とほとんど変わらない取

り組みのままだという予測 9）もある。IT 人材で

はなく DX 人材の育成が必要である。

　DX 推進指標の自己診断結果分析レポート
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（2020 年版）10）によれば、日本企業の DX 推進

状況の平均現在値は、図 2 の通りである。大企業、

中企業、小企業の順でレーダチャートの面積が

減少することが分かる。大企業では個別部門で

の DX 推進から部門横断での DX 推進に移行す

る企業が現われている。これに対して、中小企

業では散発的な DX に停滞している。

　DX 白書 202111）によれば、全社戦略に基づい

て全社的に DX に取組んでいる企業の産業別日

米比較は図 3 の通りである。情報通信分野、金融

保険分野、サービス分野では、全社戦略に基づ

いて DX を推進している企業の割合は日米でそ

ん色がない。これに対して製造分野、流通・小

売分野では、米国企業（約 44%、34%、）に比べ

て日本企業（20%、15%）と、全社的な DX 推

進が大きく遅れている。

　また、DX 白書 202111）によれば、ビジネスニー

ズに対して IT システムが持つべき 4 機能とし

て、①変化に対して迅速かつ安全に IT を更新

できる、②外部サービスと柔構造連携できる、

③適切な情報を必要なタイミングで抽出できる、

④標準データ分析基盤があることを達成してい

ることを挙げている。この 4 機能の達成割合につ

いての日米比較は図 4 に示す通りである。この結

表1 DX人材とIT人材 

IT人材DX人材目項

知識 
サービスデザイン、ビジネスモデル 
顧客価値定義、ビジネスケイパビリティ、ビジネスアーキテクチャ 
データ分析活用 

業務のシステム化 
プログラミング 

目的 

・組織横断で業務プロセスのデジタル化 
・デジタル・ビジネス・エコシステムの構築 
・競争優位性のあるデジタル企業の実現 
・経営での迅速なデータ活用 
・デジタル・サービス提供 
・組織のビジネスモデル変革 

個別業務の効率化 
物理情報のデジタル
化 

的動受的動能識意
（出所）筆者作成
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図 2 日本企業の DX 推進状況 図 3 全社戦略に基づき全社的 DX に取組ん
でいる企業の産業別日米比較 

（出所）筆者作成 （出所）筆者作成
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果から、米国企業の約 30% がビジネスニーズの

変化に対応できる IT システムを実現できてい

るが、ほとんどの日本企業の IT システムでは

ビジネスニーズの変化への迅速な対応を達成で

きていない。

　システム思考を用いて、日本の IT システム

がビジネス変化に即応できない理由を分析する

と図 5 の通りである。

　令和 3 年版情報通信白書 12）では、日本がデ

ジタル化で遅れた理由として、次の 6 点を挙げ

ている。すなわち、① ICT 投資の 8 割が現行シ

ステムの維持管理経費であることからオープン

化やクラウド移行が遅れ、データ活用が進まな

い、②情報システム開発運用の外注体制のため、

発注元企業の業務変革のない ICT 導入になり、

ICT のノウハウスキルが蓄積できない、③ IT 人

材が IT ベンダに偏在しており、約 9 割の企業で

IT 人材が不足、④ 2000 年代以降の生産額減少

に対応せず、「電子立国」時代の成功体験から抜

けられず、本格的な組織変革に失敗、⑤情報セ

キュリティやプライバシー漏洩への懸念からデ

ジタル化への不安感・抵抗感、⑥利用者のデジ

タルリテラシー不足から、デジタル化に消極的

　筆者は以前、DX 推進を阻む日本企業の 7 つ

の壁として、①変革の壁、②組織能力の壁、③

不連続性の壁、④デジタル技術の壁、⑤業務知

識の壁、⑥老朽システムの壁、⑦時間の壁を指

摘した 13）（図 6）。 

　日本企業で業務知識が定式化されていない理

由は、仕事の内容が曖昧なままその人ができる

仕事を探す石垣型（メンバシップ型）にある。

DX で仕事をデジタル化するためには、まず仕

事を明確に定義して、その仕事を遂行できる人

材を探す必要がある（表 2）。

　また、DX を推進しないと企業がどうなるか

デジタルサービス
開発能力が低下

老朽システム経験者
が定年退職

老朽システムの
全容が行方不明

老朽システムが
ブラックボックス化

情報システム構築を
ITベンダに丸投げ

若手が転職

老朽システム維持管理
にモチベーションが涌

かない

老朽システムの維持
管理人材が不足

老朽システムの
維持管理費が高騰

老朽システムの
サポートが終了

老朽システム
のリスクが上昇

事業環境変化への
迅速な対応が困難

デジタル市場の
競争力が低下

図 5 老朽システムの影響分析 

（出所）筆者作成
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図 4 ビジネスニーズに対する IT システム
機能の特性 

（出所）筆者作成
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を分析した結果は、図 7 の通りである。例えば、

新人採用に際して、DX 認定企業とそうでない

企業のどちらを新人が選択するだろうか？ DX

という言葉がこれほど社会に浸透している時代

に、経営者が DX に消極的では新人を採用する

のは困難であると思われる。高齢化が進む企業

で新人が採用できなければ、企業の持続的な発

展は難しい。

DXのゴールが分らない

FAXや紙があり業務を
デジタル化できない

デジタル技術を
活用できない

老朽システムが足かせ
になっている

全社的なDX推進体制
を構築できない

DX推進が遅延する

業務知識が定式化
されていない

不連続性の壁

組織能力の壁

変革ゴールの壁

デジタル技術の壁

業務知識の壁

老朽システムの壁

時間の壁

DXが困難

業務があいまい

新人採用が困難

経営が悪化

技能者が高齢化

技能継承が困難
品質が低下

DX投資が困難

生産性が低い

デジタル市場競争
力がない

図 6 DX 推進を阻む日本企業の 7 つの壁 

表 2 石垣型業務とブロック型業務 

項目 石垣（メンバシップ）型 ブロック（ジョブ）型 
方針 人ができる仕事を探す 仕事ができる人を探す 

立独間人存依間人位単の事仕
確明昧曖的目の事仕
合結疎合結密合結の事仕
易容難困解分の事仕

図 7 DX しない企業 

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成
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　中小企業の遅滞理由は、DX 人材がいないの

ではなく、そもそも人がいないことである。人

材を採用するためにはデジタル化を進めて省力

化を進めデジタル企業に変革することで企業の

魅力を向上しないと、デジタル世代の若手を採

用できないと思われる。

3　課題解決に向けた対応策とその分析
（1） デジタル産業政策
　経産省の DX レポート 2.114）では、デジタル

産業の創出が必要であるとしている。すなわち、

既存の産業構造は大企業が多くの下請け企業を

抱えるピラミッド型であると指摘した上で、今

後はデジタル産業構造を目指すべきだと提案し

ている。このデジタル産業構造は、産業共通・

業界別プラットフォーム提供企業と、多様なサー

ビス提供企業、既存産業からデジタル産業への

変革を支援する DX 推進ならびに DX 技術パー

トナー企業からなる。

　既存産業とデジタル産業を比較した結果を表

3 に示す。

　デジタル産業で必要とされるデジタルプラッ

トフォームは一気に構築されるのではなく、大

企業の内部から段階的、階層的に構築されてい

く。すでに、企業固有のデジタルプラットフォー

ムを構築して、企業固有 AP を活用することに

よりデータ駆動経営を実現している大企業もあ

る。今後は有力な企業固有プラットフォームが

業界企業を巻き込みながら共通サービスを公開

することで、産業別プラットフォームの形成が

現実化すると思われる。

（2） スサノオ・フレームワーク 15）

　IPA が DX を実現するあるべき IT システム

構造として、スサノオ・フレームワークを 2021

年に公開した。スサノオ・フレームワークでは、

デジタルプラットフォームとして、企業内部の

組織内サービスとしての基幹系 PF と、外部サー

ビスで公開される共通基盤の 2 つを API で統合

することにより、デジタルツインでデータを収

集・蓄積する。このデジタルツインに格納され

たデータを活用するためのデータ分析と価値提

供の基盤がデジタルプラットフォームである。

表 3 デジタル産業と既存産業 

業産ルタジデ業産存既

企業 
既存（非デジタル）企業 
・大企業 
・下請け企業 

・新ビジネス・サービス提供企業 
・共通プラットフォーム提供企業 
・DX 推進パートナー企業 
・DX 技術提供パートナー企業 

能力 既存ケイパビリティ デジタルケイパビリティ 

経済 非デジタル経済 デジタル経済 

創出価値 個別アナログ（非デジタル）価値 他社・顧客と連携するデジタル価値 
（出所）筆者作成

基幹系PF

デジタルPF

デジタルツイン

データ駆動経営

データ活用基盤

データ分析基盤
価値提供基盤

現行業務維持基盤

API

外部サービス

共通基盤
業務/業界/社会

組織内サービス

図 8 スサノオ・フレームワーク 

（出所）筆者作成

8季刊　個人金融　2022 春



データ駆動経営がデジタルプラットフォームに

よって実現できる。

（3） マイクロサービス・アーキテクチャ
　ブラックボックス化している老朽システムを

ビジネス変化に迅速対応できるように移行する

必要がある 17）。

　老朽システムのアーキテクチャは、巨大な一

枚岩のように分解が困難であることから、モノ

リス・アーキテクチャであると呼ばれる。これ

に対して、業務機能に対応する小さなサービス

で構成するアーキテクチャがマイクロサービス・

アーキテクチャである。モノリス・アーキテク

チャとマイクロサービス・アーキテクチャを比

較した結果を表 4 に示す。マイクロサービス・

アーキテクチャは業務機能ごとにマイクロサー

ビスを実現しているので、業務機能の変更を柔

軟に独立して対応できる。 API のオープン化が

困難でビジネス変化に即応できないモノリス・

アーキテクチャに対して、マイクロサービス・

アーキテクチャでは、データベースや基盤全体

でオープンな API を公開できるので、ビジネス

変化に即応できる。

　IPA による DX 実践手引書でも、老朽システ

ムのマイクロサービス・アーキテクチャへの移

行を推奨している。

（4） 製造分野向け DX
　縦軸にサービスと製品、横軸に個別か連携か

で分類して、日本の製造分野向け DX の取組事

例 17-19）を整理すると、図 9 の通りである。この

図から分かるように、製造分野 DX の取組では

製品個別のデジタル化がほとんどである。

　ガラケーと呼ばれた系電話機種の乱立に象徴

されるように、これまでの日本の取組は個別ソ

リューションを磨く傾向にあり、DX ソリュー

サービス

製品

連携個別

ブイヨン量産システム
iｰDEN Wiring Solution
イカ釣り機
AIによる酒造り
MCMシステム
成型機状態監視
進捗状況閲覧システム
AI MACHINE Dr.

金型NetWork
VIrtualOneFactory
KOM-MICS
つながる工場

社内PaaS

CPSスマートものづくり
伝電無紙(設備稼働データ)
IoTセンサ付加工機器
Internet of Sensing
IoT GO クラウド
IoT圧力計
加工自動整列システム
IoT機器Logbee

製品・設備設計サービス
iPark’nコンシェル

表 4 アーキテクチャの比較 

項目 モノリス・アーキテクチャ マイクロサービス・アーキテクチャ 
いさ小いき大模規
い高い低性立独
合結疎合結密性合結
い高い低性軟柔
易容難困性開公

図 9 製造分野 DX の取組事例 

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成
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ションのガラパゴス化が懸念される。今後、図

10 に示すように、包括的な階層アーキテクチャ

に基づくオープンな CPS として製造分野 DX の

取組を製造分野デジタルプラットフォームに統

合していく必要がある。

（5） スマートシティ参照アーキテクチャ
　自治体と企業を抱える地域は、DX 課題を包括

的な解決の場として重要である。たとえば、地

域におけるスマートシティでは、企業と自治体、

住民によるオープンな連携により、DX 人材の

育成や地域の産業データ連携など多様な DX 課

題を検討し解決策を共有する必要がある。この

ような多面的な課題を俯瞰的に理解するために

は、共通の枠組みが必要である。

　内閣府 20）では「戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）第 2 期ビッグデータ・AI を活

用したサイバー空間基盤技術」として Society 5.0

リファレンスアーキテクチャを公開している。

この参照アーキテクチャは、戦略・政策、ルー

ル、組織、ビジネス、機能、データ、データ連

携、アセットから階層的に構成されている。また、

階層を縦断する側面としてセキュリティ・認証・

ガバナンスがある。欧州では、EA に基づく

e-Mobility サービスのための International Data 

Spaces Association （IDSA） が REFERENCE 

ARCHITECTURE MODEL を公開して 21）。こ

のモデルは、ビジネス層、機能層、プロセス層、

情報層、システム層から構成され、SIP アーキ

テクチャと同じく 3 つの視点 : セキュリティ・

認証・ガバナンスによって各層が統合されてい

る。また、ノルウェーの +CityxChange22）では

EA （Enterprise Architecture） に 基 づ く ICT 

Ecosystem の参照アーキテクチャをコンテキス

ト、サービス、ビジネス、アプリケーションお

よびデータ処理、データスペース、テクノロジー、

および物理インフラストラクチャからなる 7 階

層で定義している。この参照アーキテクチャは、

EA モデリング言語 ArchiMate23）で表現されて

いるので、スマートシティの実装と再利用が容

易である。

　このように、企業だけでなく地域も参加する

DX 推進の場として、スマートシティが注目さ

れている。高齢化や人口減少を抱える日本社会

では、DX 先進地域への人口流入が期待できる

ことから、地域間 DX 競争が激しくなることが

予想される。

市場
分析 企画 設計 営業 受発注 生産

管理 生産 流通 製品
利用

デジタルツイン（クラウド,データ・AI分析）

デバイスNW接続

デバイス層

デバイス
I/F

API
プロセス層

データ層

デバイス層

・装置稼働データ
・運用データ
・製造物データ

・センシングデータ
・動作データ

・サービスデータ
・利用環境データ

スマート
ファクトリ

スマート
プロダクト

スマート
サービスビジョン層

バリュー
チェイン層

サプライチェイン

エンジニアリングチェイン

図 10 製造分野デジタルプラットフォーム 

（出所）筆者作成
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4　まとめ
　2019 年頃まで、日本の DX は、ビジネスモデ

ルの抜本的改革の必要性を感じている企業は少

なく、データ分析に基づく経営判断は、部分的

な活用にとどまり、DX 推進が経営変革である

という本質を捉え切れていないという状況で

あった。

　現在、日本の大企業では、戦略的 DX 投資が

活発化しており、企業内デジタルプラットフォー

ム構築が進展するなど、大企業に DX が浸透し

た。これに伴い、当初 DX に抵抗していた IT

ベンダも、今ではこぞって DX 推進派になった。

また、海外デジタルプラットフォームが日本進

出している。アマゾンの FBA （Fulfillment By 

Amazon）24）や設備の稼働状況をセンサで監視

してクラウドでデータ分析できる Monitron25）

はその先例であろう。中小企業向けのデジタル

プラットフォームサービスが必要である。

　一方で、中小製造業の DX は、まだ導入途上

であり、このような遅滞企業への DX 推進策が

急務となった。大企業では DX 人材を育成する

余裕はあるかもしれないが、中小企業だけでは

DX 人材の育成や、DX の内製は不可能に近い。

したがって、今後、DX 推進企業とそうでない

企業との DX デバイドが深刻になると思われる。

下請け企業の DX を放置すれば、取引先である

大企業にとっても影響が出ないとは言えない。

サプライチェインのデジタル化が進まないから

だ。すでに大企業では DX 人材の獲得競争が始

まっている。
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